
 
 
 
 
 

 

 
 
   

 

 

 
   

 
   

   

 
   

   

   

     

   

   

 
 

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 
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(百万円未満切捨て)

１．平成25年３月期の連結業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期 115,379 3.5 1,736 △20.6 2,067 △20.1 △340 ―
24年３月期 111,521 3.9 2,188 △3.8 2,588 △3.1 1,388 △48.5

(注) 包括利益 25年３月期 407百万円( △83.0％) 24年３月期 2,393百万円( △6.5％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年３月期 △12.66 ― △0.6 2.4 1.5
24年３月期 51.60 ― 2.3 3.0 2.0

(参考) 持分法投資損益 25年３月期 7百万円 24年３月期 55百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期 85,947 62,217 70.5 2,251.57
24年３月期 88,566 62,734 68.9 2,268.08

(参考) 自己資本 25年３月期 60,582百万円 24年３月期 61,027百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年３月期 3,976 △3,868 △2,370 5,931
24年３月期 1,762 △5,628 △3,762 8,185

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 565 38.8 0.9
25年３月期 ― 12.50 ― 12.50 25.00 707 ― 1.1

26年３月期(予想) ― 12.50 ― 12.50 25.00 31.7

３．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 56,780 1.9 985 △14.4 1,102 △18.7 520 △53.5 19.32
通 期 118,272 2.5 3,360 93.5 3,524 70.5 2,123 ― 78.91
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（２）個別財政状態 

 
   

     

 

   

 

 
  

※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

  新規 ―社 (社名) 、除外 ―社 (社名)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

（注）当連結会計年度より減価償却方法の変更を行っており、「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別するこ
とが困難な場合」に該当しております。詳細は、決算短信（添付資料）26ページ「４．連結財務諸表（５）連結
財務諸表に関する注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）４ 会計処理基準に関する事項
(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年３月期 28,779,500株 24年３月期 28,779,500株

② 期末自己株式数 25年３月期 1,872,618株 24年３月期 1,872,393株

③ 期中平均株式数 25年３月期 26,907,041株 24年３月期 26,907,174株

(参考) 個別業績の概要
１．平成25年３月期の個別業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期 5,513 48.9 3,151 28.6 3,085 32.1 2,222 △8.8

24年３月期 3,702 630.4 2,450 ― 2,335 ― 2,437 ―

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

25年３月期 78.59 ―
24年３月期 86.19 ―

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期 77,350 58,782 76.0 2,078.55
24年３月期 79,192 57,195 72.2 2,022.42

(参考) 自己資本 25年３月期 58,782百万円 24年３月期 57,195百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商

品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「経営成績に関す
る分析」をご覧ください。
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①業績の概況 

(a)業績の概況 

当連結会計年度（平成24年４月～平成25年３月）の日本経済は、世界景気の減速等を背景として弱

い動きとなっています。海外経済の状況によって景気が下押しされるリスクは依然として高く、引き

続き注視が必要な状況です。その一方で、国内は復興需要等を背景に緩やかではありますが景気回復

傾向が見られました。 

 このような状況の中、当連結会計年度の売上高は1,153億７千９百万円、前年同期比3.5％増収、営

業利益は17億３千６百万円、前年同期比20.6％減益となりました。また、経常利益は20億６千７百万

円、前年同期比20.1％減益となり、最終損益は、送信所移転対策損失の計上などにより、３億４千万

円の当期純損失（前年同期は13億８千８百万円の当期純利益）となりました。 

  

(b)セグメント別の状況 

  

当連結会計年度におけるセグメント別の業績は以下のとおりです。 

(単位：百万円)                

 
  

(地上波放送事業) 

タイム収入は、ロンドン五輪の影響や大型の営業企画の成立、年間を通してＰＴセールスが順調に

推移したことなどから、498億３千１百万円、前年同期比1.8％増収となりました。スポット収入は視

聴率の回復基調と企画セールスが寄与した結果、245億６千２百万円、前年同期比7.0％増収となりま

した。タイム・スポットトータルでは、743億９千４百万円、前年同期比3.5％増収となりました。Ｂ

Ｓ等収入は、17億６千９百万円、前年同期比25.2％増収でした。 

 番組販売収入は、「開運！なんでも鑑定団」や「水曜ミステリー９」等の既存番組が大幅に売り上

げを伸ばしたものの、アニメ番組の販売やローカル局への売り上げが伸び悩んだ結果、44億４千９百

万円、前年同期比6.0％減収となりました。 

 ソフトライツ収入のうち、一般番組では、「ウレロ☆未確認少女」シリーズ、「勇者ヨシヒコと魔

王の城」「モヤモヤさまぁ～ず」等のＤＶＤ販売が好調でした。ＩＴ関連でも、「虎ノ門市場」「ネ

ット広告」収入等が堅調に推移しました。また、アニメ事業では、国内が堅調に推移し、海外でも

「ＮＡＲＵＴＯ」を中心に好調な推移となりました。その結果、全体としてソフトライツ収入は、

120億１百万円、前年同期比3.9％増収となりました。 

  

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

売上高
営業利益又は 
営業損失（△）

地上波放送事業 93,949 △271

放送周辺事業 31,845 1,975

ＢＳ放送事業 10,069 1,343

インターネット・モバイル事業 1,810 △184

調整額 △22,295 △1,127

合計 115,379 1,736
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イベント収入は、フィギュアスケートの「ジャパンオープン2012」「カーニバル・オン・アイス

2012」「メダル・ウィナーズ・オープン2012」「スターズ・オン・アイス ジャパンツアー2013」が

開催されましたが、前年度にあった大規模なイベントが当年度は開催されなかったことが影響し、全

体として13億３千５百万円、前年同期比19.3％減収となりました。 

 一方、営業費用全体では、942億２千１百万円、前年同期比1.9％増加となりました。 

 以上の結果、地上波放送事業の売上高は939億４千９百万円、営業損失は２億７千１百万円（前年

同期は営業損失12億２千万円）となりました。 

  

(放送周辺事業) 

通信販売関連は、前年度に比べテレビ通販番組枠が減少し、また、夏物商戦の不振で苦戦を強いら

れました。冬物商戦では「７スタＬＩＶＥ」を中心に盛り返しましたが、㈱テレビ東京ダイレクトの

売上高は65億８百万円、前年同期比18.0％減収となりました。 

また、ＣＳ放送関連では、加入者数が横ばいだったことに加え、スカパー！ＳＤからＨＤ放送への

移行に伴う加入者減も響き、放送売上は伸び悩みました。しかし、広告代理店売上や「メタルファイ

ト ベイブレード」等のライツ売上が年間を通して好調に推移したことで、㈱エー・ティー・エック

スの売上高は51億４千８百万円、前年同期比11.1％増収となり、過去最高を更新しました。 

音楽出版関連では、アニメ番組「ＮＡＲＵＴＯ」「ＢＬＥＡＣＨ」等の海外からの印税収入や、

「創聖のアクエリオン」、「モーニング娘。」をはじめとする国内印税収入が堅調だったものの、印

税収入全体としては減少しました。これにより、㈱テレビ東京ミュージックの売上高は34億８千８百

万円、前年同期比5.1％減収となりました。 

以上の結果、上述３社を含む放送周辺事業の売上高は318億４千５百万円、前年同期比3.3％減収、

営業利益は19億７千５百万円、前年同期比16.0％減益となりました。 

  

(ＢＳ放送事業) 

 放送収入は、スポット収入が好調でした。番組販売収入は、「ポチたまペットの旅」等のローカル

局への売り上げが堅調でした。 

 一方、費用面では、番組の充実を図るために、4月から「ＮＩＫＫＥＩ×ＢＳ ＬＩＶＥ ７ＰＭ」等

のレギュラー番組をスタートさせたことによる番組制作費の増加がありました。 

 以上の結果、ＢＳ放送事業の売上高は100億６千９百万円、前年同期比27.2％増収、営業利益は13億

４千３百万円、前年同期比3.9％減益となりました。 

  

(インターネット・モバイル事業) 

  インターネット・モバイル事業では、ソーシャルメディア向けのアイテム課金販売や㈱テレビ東

京の子供向けバラエティー番組「ピラメキーノ」の公式ＥＣサイト、さらに「テレ東本舗ウェブ」の

商品販売が順調な伸びを示しました。また、システム受託事業の売り上げが好調でした。その一方、

フィーチャーフォン向け有料会員が大幅に減少したほか、新規事業のソーシャルゲームが計画を下回

りました。 

 以上の結果、インターネット・モバイル事業の売上高は18億１千万円、前年同期比11.0％減収、営

業損失は１億８千４百万円（前年同期は営業利益１億１千８百万円）となりました。 
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②次期の見通し 

 次期の経営環境につきましては、欧州債務問題が落ち着いてきており、海外経済が緩やかな回復基調

にある中、円安効果によって輸出が増加し、国内企業の業績も回復に向かうものと思われます。 

 このような国内情勢の影響を受け、次期のテレビ広告市場については、下期を中心に前期を上回る需

要が見込めると考えております。当社グループの売上の大半を占めるテレビ広告収入は、タイム収入に

ついては前期のロンドンオリンピック開催による反動減があるものの、スポット収入については堅調に

推移するものと考えております。また、媒体価値を高めているＢＳ放送についても増収基調で推移する

ものと考えております。 

 以上より、平成26年３月期の通期の連結業績の見通しにつきましては、売上高1,182億７千２百万円

（前年同期比2.5％増）、営業利益33億６千万円（前年同期比93.5％増）、経常利益35億２千４百万円

（前年同期比70.5％増）、当期純利益21億２千３百万円を見込んでおります。 
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①資産、負債及び純資産の状況  

（資産） 

流動資産は532億１千３百万円、前連結会計年度に比して22億２千４百万円の減となっておりま

す。これは主に、現金及び預金が22億２千万円の減となったことによるものです。 

固定資産は327億３千４百万円、前連結会計年度に比して３億９千４百万円の減となっておりま

す。これは主に、有形固定資産が５億２千６百万円の減となったこと、無形固定資産が６億９百万円

の減となったこと及び投資その他の資産が７億４千万円の増となったことによるものです。 

  

（負債） 

流動負債は192億１千６百万円、前連結会計年度に比して19億４千４百万円の減となっておりま

す。これは主に、短期借入金が15億円の減となったこと、未払費用が10億６千７百万円の減となった

ことによるものです。 

固定負債は45億１千２百万円、前連結会計年度に比して１億５千７百万円の減となっております。

これは主に、長期未払金が４億７千２百万円の減となったこと、繰延税金負債が２億９千７百万円の

増となったことによるものです。 

  

（純資産） 

純資産は622億１千７百万円、前連結会計年度に比して５億１千７百万円の減となっております。

これは主に、利益剰余金が９億４百万円の減となったこと及びその他有価証券評価差額金が４億４千

１百万円の増となったことによるものです。 

詳細につきましては「４．連結財務諸表 （３）連結株主資本等変動計算書」をご参照ください。

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、22億５千３百万円減少と

なりました。その結果、当連結会計年度末の資金残高は59億３千１百万円となりました。 

  

(単位：百万円) 

 
  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果獲得した資金は39億７千６百万円、前年同期比125.6％増加となりました。 

 これは主に、たな卸資産の増減額が25億５千５百万円の支出減少となったこと及び売上債権の増

減額が19億３千万円の収入増加となった一方で、未払費用の増減額が22億５千８百万円の支出増加

となったこと等によるものであります。 

（２）財政状態に関する分析

前連結会計年度 当連結会計年度

平成23.4.1～平成24.3.31 平成24.4.1～平成25.3.31

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,762 3,976

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,628 △3,868

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,762 △2,370

現金及び現金同等物の増減額 △7,631 △2,253

現金及び現金同等物の期末残高 8,185 5,931
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(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は38億６千８百万円、前年同期比31.3％減少となりました。 

 これは主に、定期預金の預入による支出が24億３千６百万円減少となった一方で、有価証券の取

得による支出が14億９千７百万円増加となったこと等によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は23億７千万円、前年同期比37.0％減少となりました。 

これは主に、短期借入金の純増減額が40億円の支出増加となったこと等によるものです。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
(注１)自己資本比率 ： 自己資本 ÷ 総資産 

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額 ÷ 総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債 ÷ キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー ÷ 利払い 

(注２)各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

(注３)株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出して 

おります。 

(注４)キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ 

ローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち 

利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結 

キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

前連結会計年度 当連結会計年度

平成24.3.31 平成25.3.31

自己資本比率（％） 68.9 70.5

時価ベースの自己資本比率（％） 32.8 33.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） 147.5 27.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 45.5 187.7
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当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題のひとつとして位置付けております。認定放送持株

会社体制の下、高い公共性を認識しながら、グループの成長と企業価値の増大、長期的な経営基盤の充

実に向けた内部留保とのバランスを考慮し、安定的な配当の継続を重視しつつ、業績に応じた利益還元

にも努めることを基本方針としております。具体的には、１株当たり20円を下限とした安定配当に加え

て、業績に連動した配当として、連結ベースで配当性向30％を目標にしております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定

機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当期の期末配当金につきましては、12.5円といたします。連結当期純損失は３億４千万円となりまし

たが、当期の業績の他に内部留保の状況、配当の継続性等を勘案し実施するものであります。 

また、次期につきましては、㈱ＢＳジャパンを含めた営業力の強化、視聴率上昇によるスポット売上

の伸長で増収黒字転換となる見込みであります。配当金につきましては、連結配当性向30％の目標を踏

まえ、中間配当12.5円と期末配当12.5円を合わせまして年間25円を見込んでおります。 

内部留保につきましては、本格化するデジタル時代に向けて設備投資を行うとともにコンテンツを拡

充していき、積極的に事業展開していくためにこれを活用する所存であります。結果として将来的な企

業価値増大に資するものとなり、株主の利益還元に寄与するものと考えております。 

なお、当社は会社法第454条第５項に規定されている中間配当をすることができる旨を定款に定めて

おります。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成24年11月２日
353 12.50

取締役会決議

平成25年６月21日
353 12.50

定時株主総会決議
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当社グループの事業その他に関するリスクとして投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考

えられる事項には以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、決算短信提出

日現在において当社グループが判断したものであります。 

  

① 広告収入への依存について 

当社グループの売上高の大半は、地上波放送事業（㈱テレビ東京）およびＢＳ放送事業（㈱ＢＳジャ

パン）における広告収入であります。広告収入は、広告主である企業の業績やその背景となる国内景気

と連動する傾向にあります。当社グループは、それらの動向を慎重に睨み対応してまいりますが、今後

の広告市況が想定外の変化を示した場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を与

える可能性があります。 

  

② 放送事業における競合激化について 

アナログテレビ放送はデジタル放送に完全移行しました。現在、普及している標準的なデジタルテレ

ビ受像機は３波共用の受像機であり、ＢＳデジタル放送、ＣＳデジタル放送の視聴も可能になっており

ます。その結果、地上波放送からＢＳデジタル放送等への視聴シフトが進みつつあります。また、平成

23年10月以降、大半が有料チャンネルながら、ＢＳデジタル放送の多チャンネル化が始まり、既存のテ

レビ放送事業にとっての圧迫要因となります。一方、地上テレビ放送事業においては、視聴率がＣＭ放

送時間枠の販売価格を決定する大きな要素であることから、視聴率の獲得は、引き続き重要な課題とな

っております。地上テレビ放送、ＢＳテレビ放送の両方で事業を展開する当社グループは、これらの諸

課題について総合的に取り組み、激しさを増す競争環境の変化を見極めながら、経営資源の機動的な配

分に努めてまいりますが、今後の視聴動向に想定外の変化が生じた場合や視聴者の期待に応える番組編

成が実現せず視聴率が獲得できない場合は、当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を与え

る可能性があります。 

  

③ 映像メディアとの競合について 

多くの家庭で高速通信回線の普及が進み、ケーブルテレビ、インターネットを通じた映像視聴環境が

整ってきたほか、スマートフォン、タブレットといった新たな携帯型高機能端末の普及も始まり、通信

を利用した映像コンテンツへの接触機会は、ますます拡大しております。平成24年春には、アナログ放

送終了後に使用されなくなる電波を利用した映像コンテンツの蓄積型配信を可能にする携帯端末向けマ

ルチメディア放送が始まりました。当社グループは、こうした映像メディアの多様化に対応したコンテ

ンツの開発やビジネスモデルの構築に取り組んでまいりますが、映像メディアの多様化は同時に、地

上、ＢＳテレビ放送の視聴時間を減少させるなど従来型放送事業との競合があります。当社グループが

適切に対応できなければ、当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を与える可能性がありま

す。 

  

④ 映画製作事業、イベント興行について 

㈱テレビ東京は、映画の製作事業または出資事業を行っております。映画の製作および宣伝活動に多

額の資金を要しますが、一方の収入は、劇場の観客動員数、ＤＶＤ・ＢＤ（ブルーレイディスク）販

売、放送権販売などに依存しております。㈱テレビ東京は事業計画の精度を高めるよう努めております

が、計画通りの観客動員等が実現するとは限りません。また、㈱テレビ東京が主催または出資するイベ

ントにつきましても、収入は観客動員数、関連グッズ販売などに依存しており、いずれも当初計画した

収益が得られない場合には当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

（４）事業等のリスク
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⑤ 通信販売事業について 

当社グループは、放送およびインターネットを通じて様々な通信販売事業に取り組んでおります。事

業ごとに商品の選定および品質管理につきましては細心の注意を払っており、商品に関する表示につき

ましても適正な表示に努めております。また、お客様からご提供いただく個人情報につきましても、社

内規程に則り、厳格に管理しております。しかしながら、何らかの理由で商品に瑕疵または欠陥があっ

た場合や不適切な表示があった場合、また個人情報が漏洩した場合は、事業の停止や損害賠償等の事態

が生じ、当社グループの財政状態および経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

⑥ 著作権等の知的財産権について 

当社グループが制作するテレビ番組等の映像コンテンツは、原作者、脚本家、作曲家、作詞家、編曲

家、実演家、レコード製作者など多くの人々の知的創造の結果としてそれらの人々に生じた著作権や著

作隣接権などが組み合わされた創造物であります。当社グループは、映像コンテンツを放送だけではな

く、海外を含むメディアの多様化に対応し、マルチユース展開していく計画です。しかしながら、これ

には多くの著作権者等の許諾を得る必要があり、権利処理のために多くの時間と費用が必要となる可能

性があります。また、結果として権利者等の理解を得られず、映像の利用が円滑にできない場合は、当

社グループの財政状態および経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

⑦ 設備投資および投融資について 

当社グループは、放送技術やコンテンツ制作力向上のための放送設備の更新や、メディアの多様化に

対応するための設備投資や投融資を計画的に実施してまいります。しかしながら、今後、投資計画に見

合うだけの十分な利益が確保できない場合には、当社グループの財政状況および経営成績に重要な影響

を与える可能性があります。 

  

⑧ 投資有価証券の時価評価について 

当社グループは、取引先との関係促進を主な目的として、投資有価証券を保有しております。投資有

価証券の時価評価額の増減に大きな変動があった場合には、当社グループの財政状態を示す指標に影響

を与える可能性があります。 

  

⑨ コンプライアンスについて 

当社グループの社員および派遣・請負スタッフによる不祥事、放送事故、不適切な内容の放送、番組

制作過程でのトラブルや事故、個人情報にまつわる事故など当社グループが責任を持って防止すべき分

野は多岐にわたっております。当社では、「テレビ東京グループ行動規範」を定め、グループ内定期研

修等でその徹底を図っているほか、当社リスク管理委員会が、グループ内のさまざまなコンプライアン

ス・リスク低減のための検討をしております。しかしながら、こうしたリスク事態が生じた場合には、

当社グループの社会的信用や経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

⑩ テレビ放送事業に関する法的規制 

 当社グループの主たる事業であるテレビ放送事業は、放送法、電波法等の法令に規制されておりま

す。このうち放送法は、放送の健全な発展を図ることを目的とし、番組編集の自由や放送番組審議機関

の設置、放送事業者や放送持株会社の認定ルールなどが定められております。また電波法は、無線局に

対する免許制度をはじめ、電波を利用するための基本が定められております。なお、㈱テレビ東京が現

在取得している電波法によるアナログ放送免許、地上デジタル放送免許は、ともに平成20年11月に更新

されたものであり、免許の有効期限である５年毎に再免許の申請が必要であります。また、㈱ＢＳジャ
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パンが現在取得している放送法による委託放送事業者としての認定および電波法による衛星放送の地球

局免許は、平成20年11月に更新されたものであり、５年毎の更新手続きおよび再免許申請が必要であり

ます。なお、決算短信提出日現在、免許の取り消し等の処分を受けることを予測すべき事実はありませ

ん。しかし、今後、法令で定める免許要件や認定要件に適合しなくなった場合には、再免許や認定が取

り消される、または受けられなくなる可能性があります。 

  

⑪ 認定放送持株会社に対する法的規制について 

認定放送持株会社は、放送法による認定を受けることで、複数の地上放送局とひとつのＢＳ局を子会

社として保有することができる制度であり、当社は、㈱テレビ東京、㈱ＢＳジャパンを子会社とする認

定放送持株会社として認定を受けております。これにより、当社は、グループとしての経営の効率化や

財務基盤の強化を進めてまいりますが、今後、放送法で定める認定放送持株会社としての基準を満たさ

なくなった場合には、認定を取り消される可能性があります。 

  

⑫ 外国人等の取得した株式の取り扱いについて 

外国人等が直接間接に占める議決権の合計が、当社の議決権の５分の１以上を占めることとなる場合

は、放送法の規定により認定放送持株会社としての認定が取り消されることになります。この場合、当

社は、放送法に基づき外国人等が取得した当社株式について、株主名簿に記載・記録することを拒むこ

とができるとされています。なお、外国人等の有する議決権の割合が100分の15に達した場合は、同法

に基づきその割合を公告いたします。 

  

⑬ 議決権の保有制限について 

放送法および放送法施行規則の規定により、認定放送持株会社である当社の株主名簿に記載・記録さ

れている一の者が有し、または有するものとみなされる当社株式の保有割合の合計が、当社の議決権の

100分の33を超えることとなるときは、当該超過部分の議決権を有しないとされております。 
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当社の企業集団（以下、「当社グループ」という。）は当社、連結子会社15社及び関連会社４社で構

成されており、主として㈱テレビ東京を中心とした地上波放送ならびに放送番組等を二次的に利用する

権利その他放送番組等から派生する権利を利用した事業を行う地上波放送事業、放送事業等を機能的に

補完する役割を担う子会社を中心とした放送周辺事業、㈱ＢＳジャパンを中心としたＢＳ放送事業及び

テレビ東京ブロードバンド㈱を中心としたインターネット・モバイル事業を行っております。 

  また、当社は、その他の関係会社である㈱日本経済新聞社とも継続的な事業上の関係を有しておりま

す。 

このうち、当社グループの事業の種類別セグメントの事業内容（セグメント情報の区分と同一）及び

各関係会社の位置付けは次のとおりであります。  

 
なお、上記のほか、民法上の任意組合NARUTO製作委員会他16社を持分法適用の非連結子会社とし

ております。 

  

２．企業集団の状況

区 分 主要な関係会社

<地上波放送事業> （連結子会社）

地上波放送・国内番組販売・ソフトラ
イツ・イベント等

㈱テレビ東京

<放送周辺事業> （連結子会社）

放送番組の企画制作・技術・音楽出版 ㈱テレビ東京ミュージック

・番組販売・通信販売・ＣＳ放送等 ㈱テレビ東京メディアネット

㈱テレビ東京コマーシャル

㈱テレビ東京アート

㈱テレビ東京システム

㈱テレビ東京制作

㈱テレビ東京ダイレクト

㈱テレビ東京ヒューマン

㈱テクノマックス

㈱テレビ東京建物

㈱エー・ティー・エックス

TV TOKYO AMERICA, INC.

（持分法適用関連会社）

㈱日経映像

㈱日経ＣＮＢＣ

㈱インタラクティーヴィ

㈱チェンジフィールド

<ＢＳ放送事業> （連結子会社）

ＢＳ放送および番組周辺権利を利用し
た事業

㈱ＢＳジャパン

<インターネット・モバイル事業> （連結子会社）

インターネット・モバイル向けコンテ
ンツ配信・提供

テレビ東京ブロードバンド㈱
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当社グループの事業系統図は以下のとおりであります。 

  

事業系統図 
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当社は、地上波放送事業を中核とし、各種媒体を持つグループ各社を統括し、戦略機能を持つ認定放

送持株会社であり、当社グループにおいては、地上波放送、ＢＳ放送、ＣＳ放送、そしてネット・モバ

イルと相関性が高く、親和性の高いメディアを総合的に展開するメディアグループを目指しておりま

す。 

 映像を含めてすべてのデータがデジタル化され、番組の楽しみ方はお茶の間にあるテレビだけでな

く、パソコン、携帯などのモバイルへと急速に広がっております。こうした視聴者のライフスタイルの

変化により、広告主のニーズもさらに多様化しつつあります。媒体を超えたクロスメディア展開が必要

になるなかで、認定放送持株会社として経営基盤とコンテンツ制作基盤の強化をさらに進めてまいりま

す。 

 当社グループの目標は、①番組・コンテンツ力の向上、②デジタル・通信技術等を活用したビジネス

領域の拡大、③国際展開の活性化であります。この3つの目標に向け、グループ各社の独自性を尊重し

ながら連携を密にし、得意とする「経済を中心とした報道番組」、「健全なエンタテインメント」、

「アニメ」を軸に魅力あるコンテンツを創り続けてまいります。そのうえで、コンテンツがさまざまな

形で流通し、グループ内でのシナジー効果がより大きくなるよう全力を挙げる所存です。 

  

当社グループは、収益性を重視し、売上高営業利益率３％を中期的な経営指標とし、さまざまな経営

環境の変化に柔軟かつ積極的に対応し、永続的な収益性向上を実現して、企業価値の向上を図ります。

  

当社グループは、認定放送持株会社体制のもと、中核事業としての地上波放送事業の収益力の維持・

拡大を礎としております。絶えずコスト構造を見直し、番組制作費の有効活用により、品質の高いコン

テンツを放送し、結果として視聴率が向上することが、番組販売、通信販売、ＤＶＤ・ＢＤ（ブルーレ

イディスク）、イベント、映画、インターネット・モバイルなどの放送から派生した事業の収益に資す

るものと考えております。同時に、今後受信世帯の増加が期待されるＢＳ放送事業にも経営資源を重点

投下し、地上波放送とは色彩の違うコンテンツを放送し、従来の地上波エリアの補完という考え方から

脱し、積極的に新たな視聴者層、広告主、そしてコンテンツジャンルの開拓により、グループ収益力向

上への寄与を目指します。 

 インターネット・モバイル事業では、放送をきっかけとした商品開発への取組みを強化します。経

済、旅グルメ、キッズ向けアプリなど得意分野を生かした、新たなビジネスモデルを展開し、急速に普

及しているスマートフォンやタブレット端末などにも、対応してまいります。加えて、国境を容易に越

えられるという通信分野のアドバンテージを生かし、相互文化に親和性のあるアジア地域を軸にグロー

バル展開を目指します。 

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略
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①コンテンツを効果的に提供する体制を構築 

㈱テレビ東京及びその関係会社が有する地上波・ＣＳ波という媒体に加え、㈱ＢＳジャパンのＢＳ

波、テレビ東京ブロードバンド㈱のインターネットやモバイルにおいても、様々なコンテンツを効率的

に視聴者・利用者に提供する体制を構築してまいります。 

②グループの更なる競争力強化を実現 

放送と通信の連携を具現化するとともにグループの持つあらゆる経営資源を効率よく戦略的に活用

し、責任あるメディアとしての役割を果たしながら、グループのさらなる競争力強化の実現を図りま

す。 

③社会構造変化への迅速な対応 

国際化の進展に合わせ、権利保護や国際会計基準への適合、コンプライアンスやコーポレートガバナ

ンスの強化等、社会的構造変化への迅速な対応をより徹底してまいります。 

④新規事業展開の加速 

戦略機能を認定放送持株会社に集約し、グループ外の企業との事業提携や資本提携についてより適切

なタイミングで実行してまいります。また、既存事業の強化に加えて、コンテンツの特性に応じて最適

なパートナーを選択し事業展開する等、新規事業への展開を図ります。 

（４）会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 20,695 18,475

受取手形及び売掛金 ※3  20,841 ※3  20,608

有価証券 － 998

制作勘定 10,385 9,670

商品 91 159

貯蔵品 19 14

未収還付法人税等 950 1,142

繰延税金資産 1,357 1,267

その他 1,172 924

貸倒引当金 △75 △46

流動資産合計 55,437 53,213

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,421 7,024

機械装置及び運搬具（純額） 3,007 2,693

工具、器具及び備品（純額） 229 231

土地 4,291 4,291

リース資産（純額） 917 887

建設仮勘定 2,007 2,220

有形固定資産合計 ※1  17,876 ※1  17,349

無形固定資産   

のれん 621 －

その他 1,006 1,018

無形固定資産合計 1,628 1,018

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  8,424 ※2  9,525

長期貸付金 72 53

繰延税金資産 561 343

その他 4,637 4,500

貸倒引当金 △71 △57

投資その他の資産合計 13,624 14,365

固定資産合計 33,128 32,734

資産合計 88,566 85,947
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,949 3,184

短期借入金 2,600 1,100

リース債務 566 231

未払費用 9,185 8,117

未払法人税等 485 366

繰延税金負債 1 0

賞与引当金 1,262 1,171

送信所移転対策引当金 － 1,080

その他 4,111 3,964

流動負債合計 21,161 19,216

固定負債   

長期未払金 626 154

リース債務 456 472

繰延税金負債 － 297

退職給付引当金 3,264 3,454

役員退職慰労引当金 35 16

資産除去債務 252 61

その他 33 54

固定負債合計 4,670 4,512

負債合計 25,831 23,729

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 20,685 20,685

利益剰余金 33,214 32,310

自己株式 △3,126 △3,126

株主資本合計 60,774 59,869

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 322 764

為替換算調整勘定 △69 △50

その他の包括利益累計額合計 253 713

少数株主持分 1,707 1,634

純資産合計 62,734 62,217

負債純資産合計 88,566 85,947

㈱テレビ東京ホールディングス（9413）　平成25年３月期決算短信

16



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 111,521 115,379

売上原価 80,605 83,639

売上総利益 30,915 31,740

販売費及び一般管理費   

人件費 6,798 6,800

賞与引当金繰入額 431 406

退職給付費用 315 378

役員退職慰労引当金繰入額 12 15

代理店手数料 14,501 15,594

貸倒引当金繰入額 25 －

賃借料 1,307 1,322

減価償却費 490 495

その他 4,845 4,989

販売費及び一般管理費合計 ※1  28,727 ※1  30,004

営業利益 2,188 1,736

営業外収益   

受取利息 39 36

受取配当金 139 124

為替差益 6 －

持分法による投資利益 55 7

受取賃貸料 50 81

保険解約返戻金 61 36

その他 93 73

営業外収益合計 446 360

営業外費用   

支払利息 33 21

為替差損 － 4

金利スワップ解約損 10 －

その他 2 3

営業外費用合計 46 29

経常利益 2,588 2,067
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※2  1 ※2  3

投資有価証券売却益 49 1

ゴルフ会員権売却益 － 0

子会社株式売却益 － 326

補助金収入 － 248

その他 － 12

特別利益合計 50 591

特別損失   

固定資産除却損 ※3  25 ※3  51

減損損失 ※4  602 ※4  97

投資有価証券評価損 221 －

送信所移転対策損失 － ※5  1,377

ゴルフ会員権評価損 17 13

ゴルフ会員権売却損 － 0

のれん償却額 － ※6  351

その他 7 －

特別損失合計 873 1,891

税金等調整前当期純利益 1,765 767

法人税、住民税及び事業税 693 622

法人税等調整額 △619 197

法人税等合計 73 819

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

1,691 △52

少数株主利益 303 288

当期純利益又は当期純損失（△） 1,388 △340
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 連結包括利益計算書 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

1,691 △52

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 709 441

為替換算調整勘定 △7 18

その他の包括利益合計 ※1  702 ※1  459

包括利益 2,393 407

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 2,090 118

少数株主に係る包括利益 303 288
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（３）連結株主資本等変動計算書 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 10,000 10,000

当期末残高 10,000 10,000

資本剰余金   

当期首残高 20,686 20,685

当期変動額   

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 20,685 20,685

利益剰余金   

当期首残高 32,767 33,214

当期変動額   

剰余金の配当 △941 △605

当期純利益又は当期純損失（△） 1,388 △340

連結子会社の減少に伴う利益剰余金増加額 － 42

当期変動額合計 446 △904

当期末残高 33,214 32,310

自己株式   

当期首残高 △3,126 △3,126

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 △3,126 △3,126

株主資本合計   

当期首残高 60,327 60,774

当期変動額   

剰余金の配当 △941 △605

当期純利益又は当期純損失（△） 1,388 △340

連結子会社の減少に伴う利益剰余金増加額 － 42

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 446 △904

当期末残高 60,774 59,869

㈱テレビ東京ホールディングス（9413）　平成25年３月期決算短信

20



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △386 322

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 709 441

当期変動額合計 709 441

当期末残高 322 764

為替換算調整勘定   

当期首残高 △61 △69

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7 18

当期変動額合計 △7 18

当期末残高 △69 △50

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △448 253

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 702 459

当期変動額合計 702 459

当期末残高 253 713

少数株主持分   

当期首残高 1,542 1,707

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 165 △72

当期変動額合計 165 △72

当期末残高 1,707 1,634

純資産合計   

当期首残高 61,420 62,734

当期変動額   

剰余金の配当 △941 △605

当期純利益又は当期純損失（△） 1,388 △340

連結子会社の減少に伴う利益剰余金増加額 － 42

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 867 386

当期変動額合計 1,314 △517

当期末残高 62,734 62,217
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,765 767

減価償却費 2,490 2,461

のれん償却額 346 554

賞与引当金の増減額（△は減少） △6 △90

送信所移転対策引当金の増減額（△は減少） － 1,080

退職給付引当金の増減額（△は減少） 32 189

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4 △18

長期未払金の増減額（△は減少） △19 △446

貸倒引当金の増減額（△は減少） △75 △36

受取利息及び受取配当金 △178 △161

支払利息 33 21

固定資産売却損益（△は益） △1 △3

固定資産除却損 25 51

投資有価証券売却損益（△は益） △49 △1

投資有価証券評価損益（△は益） 221 －

子会社株式売却損益（△は益） － △326

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － 0

持分法による投資損益（△は益） △55 △7

売上債権の増減額（△は増加） △1,865 64

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,903 652

仕入債務の増減額（△は減少） △177 296

未払費用の増減額（△は減少） 1,220 △1,037

前受金の増減額（△は減少） 413 692

減損損失 602 97

その他 △529 △207

小計 2,293 4,590

利息及び配当金の受取額 184 165

利息の支払額 △38 △21

法人税等の支払額 △676 △758

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,762 3,976
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △15,500 △13,063

定期預金の払戻による収入 13,580 13,030

有価証券の取得による支出 － △1,497

有価証券の償還による収入 － 500

有形固定資産の取得による支出 △2,289 △2,319

無形固定資産の取得による支出 △576 △426

投資有価証券の取得による支出 △306 △196

投資有価証券の売却による収入 191 1

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

－ ※2  582

関係会社株式の取得による支出 － △267

貸付けによる支出 △22 △5

貸付金の回収による収入 17 23

その他 △721 △229

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,628 △3,868

財務活動によるキャッシュ・フロー   

キャッシュ・マネジメント・システムによる預り
金の増減額（△は減少）

－ 95

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,500 △1,500

リース債務の返済による支出 △179 △541

長期借入金の返済による支出 △5,000 －

セール・アンド・リースバックによる収入 － 321

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の処分による収入 0 －

配当金の支払額 △945 △605

少数株主への配当金の支払額 △137 △140

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,762 △2,370

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,631 △2,253

現金及び現金同等物の期首残高 15,817 8,185

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  8,185 ※1  5,931
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  該当事項はありません。 

  

  

１ 連結の範囲に関する事項 

  (1) 連結子会社の数 15社 

㈱テレビ東京 

㈱ＢＳジャパン 

テレビ東京ブロードバンド㈱ 

㈱テレビ東京ミュージック 

㈱テレビ東京メディアネット 

㈱テレビ東京コマーシャル 

㈱テレビ東京アート 

㈱テレビ東京システム 

㈱テレビ東京制作 

㈱テレビ東京ダイレクト 

㈱テレビ東京ヒューマン 

㈱テクノマックス 

㈱テレビ東京建物 

㈱エー・ティー・エックス 

TV TOKYO AMERICA, INC. 

なお、連結子会社であったエフエムインターウェーブ㈱は、保有株式の一部売却に伴い当連結会計

年度より連結の範囲から除外しております。 

  (2) 主要な非連結子会社の名称等 

NARUTO製作委員会(民法上の任意組合) 

      （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

  

（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)
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２ 持分法の適用に関する事項 

  (1) 持分法適用の非連結子会社の数 

                                      16社 

      主要な会社の名称 

        NARUTO製作委員会（民法上の任意組合） 

  (2) 持分法適用の関連会社の数 ４社 

㈱日経映像 

㈱日経ＣＮＢＣ 

㈱インタラクティーヴィ 

㈱チェンジフィールド 

  (3) 持分法非適用の非連結子会社又は関連会社の主要な会社名 

当社は非連結子会社及び関連会社を全て持分法適用会社としているため、持分法非適用の非連結子会

社及び関連会社はありません。 

  

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、TV TOKYO AMERICA, INC.を除き、全て連結決算日と一致しております。 

 なお、TV TOKYO AMERICA, INC.は12月31日を決算日としています。連結財務諸表の作成に当たっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行

っております。 

  

４ 会計処理基準に関する事項 

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ① 有価証券 

      満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

      その他有価証券 

時価のあるもの：連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定)によっております。 

時価のないもの：移動平均法による原価法によっております。 

    ② たな卸資産 

        評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。 

      制作勘定 

        個別法 

      商品・貯蔵品 

        主として先入先出法 
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  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    ① 有形固定資産 

        (リース資産を除く) 

        定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物          ３年～50年 

機械装置及び運搬具      ２年～10年 

 (会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以

後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。 

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益がそれぞれ40百万円増加しております。 

    ② 無形固定資産 

        (リース資産を除く) 

        定額法によっております。 

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

    ③ リース資産 

        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以

前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

  (3) 重要な引当金の計上基準 

    ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上

しております。 

    ③ 送信所移転対策引当金 

東京タワーから東京スカイツリーへの送信所移転に伴う受信障害世帯への受信対策の支出に備える

ため、当連結会計年度末における見込額に基づき計上しております。 
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    ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異については、発生年度において一括して処理しております。また過去勤務

債務については、発生年度よりその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）によ

る定額法により処理しております。 

    ⑤ 役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社において役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。 

  

  (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。 

  

  (5) のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは５年間で均等償却することとしております。なお、金額に重要性が乏しい場合には、のれん

が生じた期の損益として処理しております。 

  

  (6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  

  (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

    ① 消費税等の会計処理 

        消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

    ② 連結納税制度の適用 

        連結納税制度を適用しております。 

  

  

 「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号  平成24年５月17日) 

 「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17日) 

  

(1) 概要 

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び

未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正

されたものです。 

(2) 適用予定日 

平成26年３月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正につ

いては、平成27年３月期の期首より適用予定です。 

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。 

(未適用の会計基準等)
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※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 
  

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

 
  

※３  期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行

われたものとして処理しております。 

  

 
  

※１ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

  

 
  

※２ 固定資産売却益の内訳 

 
  

※３ 固定資産除却損の内訳 

 
  

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

建物及び構築物 6,585百万円 6,103百万円

機械装置及び運搬具 20,683百万円 20,774百万円

工具、器具及び備品 1,123百万円 1,151百万円

リース資産 488百万円 650百万円

 計 28,881百万円 28,680百万円

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

投資有価証券(株式) 558百万円 560百万円

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

受取手形 176百万円 133百万円

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

41百万円 32百万円

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物及び構築物 ―百万円 2百万円

機械装置及び運搬具 1百万円 0百万円

工具、器具及び備品 ―百万円 0百万円

    計 1百万円 3百万円

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物及び構築物 1百万円 24百万円

機械装置及び運搬具 10百万円 14百万円

工具、器具及び備品 2百万円 2百万円

無形固定資産その他 11百万円 9百万円

    計 25百万円 51百万円
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※４  減損損失 

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

  

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失602百万円を計上しております。 

 
当社グループは、管理会計上の区分を考慮して資産グループを決定しております。なお、遊休設備

については一体的機能を有する設備群を資産グループとしております。 

地上波アナログ放送設備については、平成23年７月24日をもって地上アナログテレビジョン放送を

終了し、遊休となったため、上記の資産の帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失

として計上しております。なお、当資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値を

ゼロとして評価しております。 

 減損損失の内訳は、建物及び構築物52百万円、機械装置及び運搬具50百万円であります。 

また、テレビ東京ブロードバンド㈱に係るのれん相当額について、収益性が低下したことにより帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。なお、のれんの

回収可能価額は、将来キャッシュ・フローを5.0％で割り引いて算定しております。 

  

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

  

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失97百万円を計上しております。 

 
当社グループは、管理会計上の区分を考慮して資産グループを決定しております。なお、遊休設備

については一体的機能を有する設備群を資産グループとしております。 

イベント用設備については、当初計画時には想定していなかった多額の追加製作費、運営費等が発

生したことにより収益性が悪化したため、当該資産グループの回収可能価額まで減額し減損損失（59

百万円）を計上しております。その内訳は、建物及び構築物55百万円、機械装置及び運搬具４百万円

であります。 

また、WEB関連コンテンツについて、収益性が低下したことにより帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として計上しております。その内訳は、無形固定資産その他37百万円で

あります。 

 なお、いずれについても当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、

将来キャッシュ・フローがマイナスのため使用価値をゼロとして評価しております。 

  

用途 種類 金額 場所

地上波アナログ 

放送設備

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具
103百万円 神奈川県足柄下郡他

― のれん 498百万円 東京都港区

用途 種類 金額 場所

イベント用設備
建物及び構築物 

機械装置及び運搬具
59百万円 東京都港区

WEB関連コンテンツ 無形固定資産その他 37百万円 東京都港区

㈱テレビ東京ホールディングス（9413）　平成25年３月期決算短信

29



  
※５  送信所移転対策損失 

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

  

東京タワーから東京スカイツリーへの送信所移転に伴う受信障害対策に関連する損失額であり、そ

の内訳は当連結会計年度における調査・対策費297百万円及び送信所移転対策引当金繰入額相当額

1,080百万円であります。 

  

※６  のれん償却額 

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

  

「のれん償却額」は、会計制度委員会報告第７号「連結財務諸表における資本連結手続に関する実

務指針」（平成10年５月12日 日本公認会計士協会）第32項の規定に基づきのれんを償却したもので

あります。 

  

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 
  

(連結包括利益計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金

  当期発生額 675百万円 848百万円

  組替調整額 34百万円 ―百万円

    税効果調整前 710百万円 848百万円

    税効果額 △0百万円 △406百万円

    その他有価証券評価差額金 709百万円 441百万円

為替換算調整勘定

  当期発生額 △7百万円 18百万円

  組替調整額 ―百万円 ―百万円

    税効果調整前 △7百万円 18百万円

    税効果額 ―百万円 ―百万円

    為替換算調整勘定 △7百万円 18百万円

その他の包括利益合計 702百万円 459百万円
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前連結会計年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日） 
  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 
  自己株式の増加は、単元未満株式の買い取り350株であります。 
 自己株式の減少は、単元未満株主の買い増しのための処分510株であります。 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
（注） ㈱テレビ東京ホールディングスの平成23年６月24日開催の株主総会において、「その他資本剰余金」を原資

とする期末配当の支払（配当総額707百万円）が決議されたことに伴い、㈱テレビ東京ホールディングスの個別

財務諸表上は「その他資本剰余金」を減少させる会計処理を行っております。 

 しかしながら、㈱テレビ東京ホールディングスは㈱テレビ東京、テレビ東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジ

ャパンによる共同株式移転により設立されており、完全子会社のうち㈱テレビ東京を取得企業とし、㈱テレビ

東京の連結財務諸表を引き継いでおります。その際に、㈱テレビ東京ホールディングスの個別財務諸表上の

「その他資本剰余金」のうち、企業結合日前までの留保利益を連結財務諸表上は「利益剰余金」として処理を

行っているため、上記期末配当の支払に関して「利益剰余金」を減少させる会計処理を行っております。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 28,779,500 ― ― 28,779,500

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 1,872,553 350 510 1,872,393

決 議 株式の種類
配当金
の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月24日 
定時株主総会

普通株式 707 25.00 平成23年３月31日 平成23年６月27日

平成23年11月２日 
取締役会

普通株式 282 10.00 平成23年９月30日 平成23年12月６日

決 議
株式の
種類

配当の原資
配当金
の総額
(百万円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月21日 
定時株主総会

普通
株式

利益剰余金 282 10.00 平成24年３月31日 平成24年６月22日
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当連結会計年度（自 平成24年４月１日  至 平成25年３月31日） 
  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 
  自己株式の増加は、単元未満株式の買い取り225株であります。 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 28,779,500 ― ― 28,779,500

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 1,872,393 225 ― 1,872,618

決 議 株式の種類
配当金
の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月21日 
定時株主総会

普通株式 282 10.00 平成24年３月31日 平成24年６月22日

平成24年11月２日 
取締役会

普通株式 353 12.50 平成24年９月30日 平成24年12月10日

決 議
株式の
種類

配当の原資
配当金
の総額
(百万円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月21日 
定時株主総会

普通
株式

利益剰余金 353 12.50 平成25年３月31日 平成25年６月24日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金及び預金 20,695百万円 18,475百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金

12,510百万円 12,543百万円

現金及び現金同等物 8,185百万円 5,931百万円
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※２  株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳 

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

  

エフエムインターウェーブ㈱ 

 
  

  リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

   

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

   

流動資産 187百万円

固定資産 299  〃

流動負債 △231  〃

固定負債 △83  〃

のれん未償却残高 113  〃

その他有価証券評価差額金 △0  〃

未実現利益 △0  〃

持分売却後の投資勘定 △70  〃

連結子会社の減少に伴う利益剰余金増加額 42  〃

子会社株式売却益 326  〃

  子会社株式の売却価額 582百万円

現金及び現金同等物 △0  〃

  差引：売却による収入 582百万円

(リース取引関係)

(単位：百万円)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 986 696 289

工具、器具及び備品 305 256 48

合計 1,291 953 337

(単位：百万円)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 921 761 160

工具、器具及び備品 14 14 0

合計 936 775 160
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(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 
  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 
  

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

  利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  

１．ファイナンス・リース取引 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 (1)リース資産の内容 

   有形固定資産 

      地上波放送事業におけるスタジオＨＤ設備その他の放送機器（機械及び装置）であります。 

 (2)リース資産の減価償却の方法 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

  

２．オペレーティング・リース取引 

    オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

 
  

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

１年内 192百万円 110百万円

１年超 169百万円 58百万円

 合計 361百万円 169百万円

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

支払リース料 236百万円 195百万円

減価償却費相当額 217百万円 175百万円

支払利息相当額 ９百万円 5百万円

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

１年内 159百万円 228百万円

１年超 3,122百万円 2,894百万円

 合計 3,282百万円 3,123百万円
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１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、主に資金計画及び設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達

しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入

により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的

な取引は行わない方針であります。 
  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、

主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

ります。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金は、運転

資金の調達を目的としたものであり、変動金利である場合には金利の変動リスクに晒されています

が、必要に応じてデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジする方針であります。 
  

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における管理部門と財務部

が連携して主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理する

とともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 デリバティブ取引の利用に当たっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高

い金融機関とのみ取引を行っております。 

 当連結会計年度末日現在における最大の信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対

照表価額により表されております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満

期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直し

ております。 

 デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めた市場リスク管理規程に基づき、取引ご

とに経営会議で基本方針を承認し、これに従い財務部が取引、記帳及び契約先と残高照合等を行って

おります。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

当社グループは、各社からの報告に基づき財務部が適時に資金繰り計画を作成・更新するととも

に、手元流動性を連結売上高の１か月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理してお

ります。 
  

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足情報 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された
価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条
件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  

(金融商品関係)
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２．金融商品の時価等に関する事項 
  

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を
把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注２）を参照くだ
さい。） 

  
前連結会計年度（平成24年３月31日） 

（単位：百万円） 

 
  

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 
資 産 

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。 

  

（3）投資有価証券 

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価
証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。 

  

負 債 

（1）未払費用 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。 

  

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：百万円） 

 
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資
有価証券」には含めておりません。 

  

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額 
（単位：百万円） 

 
  

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

 （1）現金及び預金 20,695 20,695 ―

 （2）受取手形及び売掛金 20,841 20,841 ―

 （3）投資有価証券 4,028 4,028 ―

資産計 45,564 45,564 ―

 （1）未払費用 9,185 9,185 ―

負債計 9,185 9,185 ―

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 4,396

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 20,681 ― ― ―

受取手形及び売掛金 20,841 ― ― ―

合計 41,522 ― ― ―
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当連結会計年度（平成25年３月31日） 

（単位：百万円） 

 
  

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 
資 産 

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。 

  

（3）有価証券、並びに（4）投資有価証券 

これらのうち、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格、株式は取引所の価格に
よっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関
係」をご参照ください。 

  

負 債 

（1）未払費用 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。 

  

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：百万円） 

 
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資
有価証券」には含めておりません。 

  

（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 
（単位：百万円） 

 
  

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

 （1）現金及び預金 18,475 18,475 ―

 （2）受取手形及び売掛金 20,608 20,608 ―

 （3）有価証券 998 997 △0

 （4）投資有価証券 4,840 4,840 ―

資産計 44,922 44,921 △0

 （1）未払費用 8,117 8,117 ―

負債計 8,117 8,117 ―

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 4,049

組合出資金 75

関係会社株式 560

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 18,401 ― ― ―

受取手形及び売掛金 20,608 ― ― ―

有価証券

 満期保有目的の債券 
 （その他）

1,000 ― ― ―

合計 40,009 ― ― ―
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前連結会計年度 

１ その他有価証券(平成24年３月31日) 

  

 
(注)表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有

価証券評価損84百万円を計上しております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度 

１．満期保有目的の債券(平成25年３月31日) 

  

 
  

(有価証券関係)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

 ① 株式 1,911 1,188 723

小計 1,911 1,188 723

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

 ① 株式 2,116 2,563 △447

小計 2,116 2,563 △447

合計 4,028 3,751 276

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 191 49 ―

合計 191 49 ―

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの

― ― ―

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの

998 997 △0

合計 998 997 △0
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２ その他有価証券(平成25年３月31日) 

  

 
(注)表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

  

 
  

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

 ① 株式 4,178 2,927 1,250

小計 4,178 2,927 1,250

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

 ① 株式 661 709 △47

小計 661 709 △47

合計 4,840 3,636 1,203

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 1 1 ―

合計 1 1 ―
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１ 採用している退職給付制度の概要 

国内連結子会社は確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度（金利変動型）、厚生年金基金制

度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、確定拠出型の制度として特定退職金

共済制度及び中小企業退職金共済制度を採用しております。 

なお、一部の国内連結子会社は平成17年４月１日に、従来の適格退職年金制度について確定給付企業年

金制度（金利変動型）へ、退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

（単位：百万円）  

 
(注)１．「退職給付引当金」及び「前払年金費用」は、当社の連結貸借対照表の表示上両者をネットしております。

なお、ネットした額は、前連結会計年度末40百万円、当連結会計年度末138百万円であります。 

    ２．一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  （単位：百万円）  

 
(注)１. 一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。退職給付費用は勤務費

用に計上しております。 

    ２. 確定拠出年金への掛金支払額であります。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

(退職給付関係)

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度 
（平成25年３月31日）

① 退職給付債務 △6,909 △7,443

② 年金資産 3,461 3,869

③ 未積立退職給付債務(①+②) △3,447 △3,574

④ 未認識過去勤務債務 182 119

⑤ 連結貸借対照表計上額(純額) 
  (③+④)

△3,264 △3,454

⑥ 前払年金費用(注)１ ― ―

⑦ 退職給付引当金(⑤-⑥)(注)１ △3,264 △3,454

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 （自 平成24年４月１日

至 平成24年３月31日） 至 平成25年３月31日）

① 勤務費用(注)１ 541 535

② 利息費用 113 112

③ 期待運用収益 △60 △59

④ 数理計算上の差異の処理額 △7 106

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 62 62

⑥ 退職給付費用(①+②+③+④+⑤) 649 756

⑦ その他(注)２ 138 139

 計（⑥+⑦） 787 895

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 1.5％

③ 期待運用収益率 2.0％

④ 数理計算上の差異の処理年数 発生時一括処理

⑤ 過去勤務債務の額の処理年数 10年定額法処理
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１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  ① 流動資産 

（単位：百万円）  

 
  ② 流動負債 

（単位：百万円）  

 
  ③ 固定資産 

（単位：百万円）  

(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

繰延税金資産

  賞与引当金 485 450

 送信所移転対策引当金 ― 410

 未払事業税 81 63

 繰越欠損金 688 348

 その他 106 60

繰延税金資産小計 1,361 1,333

評価性引当額 △4 △58

繰延税金資産合計 1,357 1,274

繰延税金負債（流動）との相殺 ― △7

繰延税金資産（純額） 1,357 1,267

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

繰延税金負債

  債権債務相殺消去に伴う 
 貸倒引当金の修正

1 0

 その他 ― 7

繰延税金負債合計 1 7

繰延税金資産（流動）との相殺 ― △7

繰延税金負債（純額） 1 0

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

繰延税金資産

 減価償却超過額 101 109

 投資有価証券 108 523

 その他有価証券評価差額金 252 0

 長期未払金 169 35

 退職給付引当金 1,197 1,257

 資産除去債務 115 42

 固定資産の未実現利益消去 95 99

 繰越欠損金 1,483 1,420

 その他 160 147

繰延税金資産小計 3,684 3,635

評価性引当額 △3,120 △3,184

繰延税金資産合計 564 451

繰延税金負債（固定）との相殺 △3 △108

繰延税金資産（純額） 561 343
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  ④ 固定負債 

（単位：百万円）  

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
  

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

繰延税金負債

  連結納税加入に伴う資産の評価損 2 2

  その他有価証券評価差額金 0 403

繰延税金負債合計 3 406

繰延税金資産（固定）との相殺 △3 △108

繰延税金負債（純額） ― 297

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.7％ 38.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな
い項目

7.6％ 19.2％

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目

△1.2％ △2.3％

住民税均等割 0.9％ 2.7％

のれんの償却額等 19.5％ △49.0％

持分法投資損益 △1.2％ △0.1％

評価性引当額の増減 △70.3％ 98.7％

連結子会社との実効税率差異 1.2％ 2.1％

税率変更による期末繰延税金資産
の減額修正

7.3％ ―％

その他 △0.3％ △2.5％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

4.2％ 106.8％
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資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

  

(１)当該資産除去債務の概要 

アナログテレビ中継局の空中線の電波法に基づく撤去義務及びアナログ放送周辺設備の不動産賃

貸借契約に伴う原状回復義務であります。 

(２)当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を平成13年の電波法改正より10年と見積もり、割引率は1.36％を使用して資産除去

債務の金額を計算しております。 

(３)当該資産除去債務の総額の増減 

当連結会計年度において、資産の除去時点において必要とされる除去費用が、固定資産取得時に

おける見積額を超過する見込みであることが明らかになったことから、見積りの変更による増加額

を変更前の資産除去債務残高に61百万円加算しております。資産除去債務の残高の推移は以下のと

おりであります。 

（単位：百万円）  

 
  

(資産除去債務関係)

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度 
（平成25年３月31日）

期首残高 394 252

時の経過による調整額 2 ―

資産除去に伴う減少額 △143 252

見積りの変更による増加額 ― 61

期末残高 252 61

㈱テレビ東京ホールディングス（9413）　平成25年３月期決算短信

43



  

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 当社グループは、コンテンツの有効利用という観点から、地上波放送やＢＳ放送を中心とした一次利用

と、それ以外での収益確保という二次利用とを包括的に捉えて事業活動を展開しております。また放送を

中心とした当社の事業を機能的に補完するという役割を担っている子会社もあります。 

 したがって、当社グループは㈱テレビ東京を基礎とした「地上波放送事業」、その子会社を基礎とした

「放送周辺事業」、㈱ＢＳジャパンを基礎とした「ＢＳ放送事業」、テレビ東京ブロードバンド㈱を基礎

とした「インターネット・モバイル事業」の４つを報告セグメントとしております。 

 報告セグメントごとの事業の内容は以下のとおりであります。 

  

   

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却前）ベースの

数値であります。また、報告セグメントごとのセグメント資産には、連結決算上ののれんの未償却残高は

含まれておりません。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に

伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。 

当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「地上波放送事業」のセグメント損失が38百

万円減少し、「放送周辺事業」のセグメント利益が２百万円増加しております。 

  

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

報告セグメント 事業の内容

地上波放送事業
テレビ番組の制作・放送及び地上波テレビ広告の放送、また放送番組
の周辺権利を利用した事業

放送周辺事業 放送番組の企画制作・技術・中継、音楽関連、通信販売などの事業

ＢＳ放送事業 ＢＳテレビ広告の放送、またＢＳ放送番組の周辺権利を利用した事業

インターネット・モバイル事業
インターネット・モバイル向け映像コンテンツ等の配信・提供などの
事業
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

 
(注)１．調整額は以下のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額△460百万円には、セグメント間取引消去126百万円、のれん償却額△346百万円及び

無形固定資産・制作勘定の調整額２百万円、全社費用△242百万円が含まれております。なお、全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない持株会社に係る費用であります。 

（2）セグメント資産の調整額△67百万円には、セグメント間取引消去△23,133百万円、のれん621百万円、全社資

産22,443百万円が含まれております。なお、全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社の資産で

あります。  

（3）減価償却費の調整額△28百万円は、セグメント間取引消去であります。  

（4）持分法適用会社への投資額の調整額87百万円は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社の投資額であり

ます。  

（5）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△20百万円は、セグメント間取引消去であります。  

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２

地上波放送 

事業

放送周辺 

事業

ＢＳ放送 

事業
インターネット・

モバイル事業
計

売上高

外部顧客への売上高 82,878 19,355 7,618 1,668 111,521 ― 111,521

セグメント間の 
内部売上高又は振替高

8,370 13,573 297 364 22,606 △22,606 ―

計 91,249 32,928 7,915 2,033 134,127 △22,606 111,521

セグメント利益 △1,220 2,352 1,398 118 2,648 △460 2,188

セグメント資産 57,051 15,124 14,967 1,490 88,634 △67 88,566

その他の項目

減価償却費 1,972 392 106 47 2,518 △28 2,490

持分法適用会社への 
 投資額

470 ― ― ― 470 87 558

有形固定資産及び 
 無形固定資産の増加額

3,636 590 135 74 4,435 △20 4,415
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当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

 
(注)１．調整額は以下のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額△1,127百万円には、セグメント間取引消去120百万円、のれん償却額△202百万円及

び無形固定資産・制作勘定の調整額△８百万円、全社費用△1,037百万円が含まれております。なお、全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社に係る費用であります。 

（2）セグメント資産の調整額444百万円には、セグメント間取引消去△21,386百万円、全社資産21,830百万円が含

まれております。なお、全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社の資産であります。  

（3）減価償却費の調整額△31百万円は、セグメント間取引消去であります。  

（4）持分法適用会社への投資額の調整額152百万円は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社の投資額であり

ます。  

（5）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△42百万円は、セグメント間取引消去であります。  

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２

地上波放送 

事業

放送周辺 

事業

ＢＳ放送 

事業
インターネット・

モバイル事業
計

売上高

外部顧客への売上高 86,370 17,953 9,730 1,325 115,379 ― 115,379

セグメント間の 
内部売上高又は振替高

7,579 13,892 339 484 22,295 △22,295 ―

計 93,949 31,845 10,069 1,810 137,675 △22,295 115,379

セグメント利益 △271 1,975 1,343 △184 2,864 △1,127 1,736

セグメント資産 56,703 13,075 14,524 1,199 85,502 444 85,947

その他の項目

減価償却費 1,917 410 108 55 2,492 △31 2,461

持分法適用会社への 
 投資額

408 ― ― ― 408 152 560

有形固定資産及び 
 無形固定資産の増加額

1,765 605 55 80 2,506 △42 2,463
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前連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

（1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごと

の売上高の記載を省略しております。 

（2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

(単位：百万円) 

 
  

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

（1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごと

の売上高の記載を省略しております。 

（2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

(単位：百万円) 

 
  

(関連情報)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱電通 40,334
地上波放送事業、放送周辺事
業、ＢＳ放送事業

㈱博報堂ＤＹメディアパー
トナーズ

12,761
地上波放送事業、放送周辺事
業、ＢＳ放送事業

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱電通 42,749
地上波放送事業、放送周辺事
業、ＢＳ放送事業

㈱博報堂ＤＹメディアパー
トナーズ

14,789
地上波放送事業、放送周辺事
業、ＢＳ放送事業
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前連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

(単位：百万円) 

 
  

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

(単位：百万円) 

 
  

前連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

(単位：百万円) 

 
  

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

(単位：百万円) 

 
  

前連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

報告セグメント
全社・消去 合計

地上波放送 

事業

放送周辺 

事業

ＢＳ放送 

事業
インターネット・

モバイル事業
計

減損損失 103 ― ― 498 602 ― 602

報告セグメント
全社・消去 合計

地上波放送 

事業

放送周辺 

事業

ＢＳ放送 

事業
インターネット・

モバイル事業
計

減損損失 59 ― ― 37 97 ― 97

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

報告セグメント
全社・消去 合計

地上波放送 

事業

放送周辺 

事業

ＢＳ放送 

事業

インターネット・

モバイル事業
計

当期償却額 ― 63 ― 283 346 ― 346

当期末残高 ― 129 ― 492 621 ― 621

報告セグメント
全社・消去 合計

地上波放送 

事業

放送周辺 

事業

ＢＳ放送 

事業
インターネット・

モバイル事業
計

当期償却額 ― 61 ― 492 554 ― 554

当期末残高 ― ― ― ― ― ― ―

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)
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前連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

  

１ 関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者の取引 

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等 

  

 
上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (注)差入保証金については、近隣オフィスの賃貸相場を勘案し、交渉の上、決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

  

１ 関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者の取引 

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等 

  

 
上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (注)差入保証金については、近隣オフィスの賃貸相場を勘案し、交渉の上、決定しております。 

  

(関連当事者情報)

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高 
(百万円)

その他
の関係
会社

㈱日本経済新
聞社

東京都 
千代田区

2,500
日刊新聞 
発行

被所有

直接

 33.0

当社放送番
組の宣伝広
告の掲載 
本社屋の賃
借 
役員の兼任

─ ―
差入保証金

(注)
1,278

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高 
(百万円)

その他
の関係
会社

㈱日本経済新
聞社

東京都 
千代田区

2,500
日刊新聞 
発行

被所有

直接

 33.0

当社放送番
組の宣伝広
告の掲載 
本社屋の賃
借 
役員の兼任

─ ―
差入保証金

(注)
1,278
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(注)１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 2,268円08銭 2,251円57銭

１株当たり当期純利益金額又は 
１株当たり当期純損失金額(△)

51円60銭 △12円66銭

項目
前連結会計年度

(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は 
１株当たり当期純損失金額(△)

 当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) 1,388 △340

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益
 又は当期純損失(△)(百万円)

1,388 △340

 普通株式の期中平均株式数(千株) 26,907 26,907

項目
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当連結会計年度

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 62,734 62,217

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 1,707 1,634

(うち少数株主持分) (1,707) (1,634)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 61,027 60,582

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数(千株)

26,907 26,907

(重要な後発事象)

㈱テレビ東京ホールディングス（9413）　平成25年３月期決算短信

50




